
                              

 

令 和 ５ 年 度 事 業 計 画 

（令和５年５月１日～令和６年４月３０日） 

 

令和４年度事業については、 

１. 運航管理、空港管理等に資する航空交通情報受配信事業 

２. 飛行コース公開システム関連事業 

３. 調査研究事業 

４．派遣事業 

等を主体とした事業を実施してきました。 

 

航空交通情報受配信事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により、一

部航空会社、空港会社の支援のため、令和３年度に続きサービス利用料金の減免や年

度契約額の減額改定を行ったことから若干の減収が見込まれます。 

飛行コース公開システム関連事業については、受注件数が３件から２件へと減にな

ったことから、減収が見込まれます。 

調査研究事業については航空局発注案件が７件、その他騒音関連調査が２件のあわ

せて９件の受注となり、また、航空局案件の多くが一般競争から企画競争へと変更さ

れたことで全体的に受注額が高くなり、増収が見込まれます。 

派遣事業については、航空保安大学校管制教官に加え、航空交通管制部及び大阪航

空局管内の英語教官の派遣契約を受注したことで、増収が見込まれます。 

 

来年度事業計画策定の考え方 

令和５年度事業計画の策定にあたっては、令和４年度の事業実施状況及び令和５年

度航空局関係予算の基本方針を参考に策定します。 

 

航空局関係予算の基本方針では、新型コロナウイルス感染症の影響が回復傾向では

あるものの、国際線をはじめとする航空旅客需要はいまだ回復途上にあり、航空会社、

空港会社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況である。このため、経営基盤の

強化を図りつつ、航空ネットワークの維持と航空需要の回復、拡大に向け引き続き航

空会社・空港会社への支援を継続して行うこととしています。 

他方、コロナ禍からの回復に向けた安全、安心な航空輸送の実現と需要回復、増大

への的確な対応として、 

１．首都圏空港や地方空港等の機能強化 

２．より効率的な管制サービスを提供するため、管制空域の抜本的再編、航空保

安システムの高度化の推進 

また、航空分野のグリーン施策の推進として、 

１．運航分野における脱炭素化推進のため、管制の高度化による運航方式の改善 

  航空イノベーションの推進として、 

   １．無人航空機に係るレベル４（有人地帯での目視外飛行）制度に対応した環境 



                              

 

     整備 

２．空飛ぶクルマ等次世代航空機の社会実装に向けた調査 

 を行うとしています。 

 

  新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、航空会社・空港会社支援に重点をおい

ていますが、引き続き管制空域の抜本的再編等による管制処理容量の拡大、航空分野

のグリーン施策、航空イノベーションの推進を方針としており、この点に着目し令和

５年度の主体的事業について事業計画（案）を策定しました。 

 

令和５年度事業計画（案）について 

 

１．運航管理、空港管理等に資する航空交通情報受配信事業 

  本事業は、航空局から受領したATMシステムの航空機位置情報、FDPシステムの

フライト情報、CADINシステムの空港情報等を編集し、フライト位置情報、着陸順

位データ、着陸５分前等のトリガー情報等を利用者機関に提供するもので、平成１

７年２月にサービスを開始しました。 

現在、オンラインサービスの利用機関は、航空会社9社及び空港管理会社３社であ

り、オフラインサービスは環境対策利用で１地方自治体及び北海道エアポート株式

会社（函館空港）へサービスを提供しています。 

令和５年度についても、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい環境と考

えますが、昨年度に引き続き空港運営の民間委託促進により上下一体運営会社によ

る運営となった仙台空港、福岡空港、熊本空港、新千歳空港、広島空港、更には空

飛ぶクルマ等次世代航空機運航者についても当該サービスの提供が開始できるよう

積極的に活動してまいります。 

 また、サービスの内容については利用者及び利用希望者から更なる充実、改善等

の要望が寄せられており、航空局からの情報に加えて、自前で取得するフライト位

置情報の新たな提供、Web方式による提供方式の追加、ATCモニター・サービス、

NOTAM情報や気象情報の迅速な取得、提供等、運航管理、空港管理の改善に繋が

るサービスについて引き続き質の向上、利用者個別のニーズに沿う情報の提供を促

進いたします。 

何れにしましても、個別のユーザーのニーズを把握し、きめ細かいサービスが提

供できるよう日々、関係者と意見交換等を密接に図っていくこととしています。 

 

利用機関等（敬称略）： 

日本航空株式会社（JAL）, 全日本空輸株式会社（ANA）, 日本貨物航空株式会

社（NCA）, 株式会社フジドリームエアラインズ（FDA),株式会社スターフライ

ヤー（SFJ）、Peach Aviation 株式会社（APJ)、朝日航洋 (AKF)、スプリング・

ジャパン (SJO)、デルタ航空（DAL）、成田国際空港株式会社、新関西国際空港

株式会社（関西、伊丹、神戸）、中部国際空港株式会社、北海道エアポート株式会

社 



                              

 

 

２．飛行コース公開システム関連事業 

   空港運営の民間委託が促進されていることから、航空交通情報受配信事業同様

下記業務以外の新たな利用者拡大を積極的に進めます。 

 （１）成田国際空港飛行コース公開システムの運用等業務 

 （２）東京国際空港飛行コース公開システムのデータ編集作業 

   

３．調査研究事業 

   航空局関係予算の基本方針である、航空分野のグリーン施策の推進、航空イノ

ベーション推進の観点から、管制の高度化関連、管制空域の抜本的再編等による

管制処理容量の拡大関連、無人航空機関連案件の調査発注が考えられます。 

   その他、航空局が取組む「将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（Ｃ

ＡＲＡＴＳ）」において施策展開が計画されている案件についても調査発注がある

ものと考えられます。 

   さらに、他社との連携を図ることを前提とした調査案件についても積極的な応

札を考えています。 

   令和４年度に引き続き企画競争による入札が考えられることから、一件でも多

く受注できるよう取り組んでいきます。 

また、新千歳空港、熊本空港の空港運用に携わる要員に対する教育、訓練事業

については、他の民営化空港への展開も視野にしっかりと対応してまいります。 

 

４．派遣事業 

   令和５年度においても事業継続が図られるよう取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 


